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【手続補正書】
【提出日】平成26年1月21日(2014.1.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録ヘッドを搭載して主走査方向に往復動するキャリッジの前記主走査方向に延び、前
記キャリッジを案内するガイドレールと、
　前記ガイドレールを調整部材を介して支持する支持部材と、
　前記ガイドレールを前記調整部材に位置調整可能に固定する複数の第１の固定手段と、
　前記調整部材を前記支持部材に位置調整可能に固定する複数の第２の固定手段と、
を有する記録装置。
【請求項２】
　前記第１の固定手段と第２の固定手段は前記主走査方向に沿って並んでいる、請求項１
に記載の記録装置。
【請求項３】
　前記調整部材の剛性は前記ガイドレールの剛性よりも高く、前記支持部材の剛性は前記
調整部材の剛性よりも高い、請求項１または２に記載の記録装置。
【請求項４】
　前記第１の固定手段の数は前記第２の固定手段の数よりも多い、請求項１から３のいず
れか１項に記載の記録装置。
【請求項５】
　前記ガイドレールおよび前記調整部材の前記第１の固定手段に隣接して、前記調整部材
に仮固定された前記ガイドレールを前記調整部材に対して移動させるための工具が係合す
る係合部が形成されている、請求項１から４のいずれか１項に記載の記録装置。
【請求項６】
　前記調整部材および前記支持部材の前記第２の固定手段に隣接して、前記支持部材に仮
固定された前記調整部材を前記支持部材に対して移動させるための工具が係合する係合部
が形成されている、請求項１から５のいずれか１項に記載の記録装置。
【請求項７】
　記録ヘッドを搭載して主走査方向に往復動するキャリッジの前記主走査方向に延び、前
記キャリッジを案内するガイドレールと、前記ガイドレールを調整部材を介して支持する
支持部材と、前記ガイドレールを前記調整部材に位置調整可能に固定する複数の第１の固
定手段と、前記調整部材を前記支持部材に位置調整可能に固定する複数の第２の固定手段
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と、を有する記録装置のガイドレールの位置の調整方法であり、
　前記調整部材を前記支持部材に対して相対的に前記主走査方向に交差する方向に変移さ
せて前記ガイドレールの位置を粗く調整し、前記第２の固定手段で前記調整部材と前記支
持部材とを固定する工程と、
　前記第２の固定手段による固定の工程の後に、前記ガイドレールを前記調整部材に対し
て相対的に前記主走査方向に交差する方向に変移させて前記ガイドレールの位置を詳細に
調整し、前記第１の固定手段で前記ガイドレールと前記調整部材とを固定する工程と、
を含む、ガイドレールの位置の調整方法。
【請求項８】
　前記第２の固定手段による固定の工程の前に、前記第１の固定手段によって前記ガイド
レールを前記調整部材に移動可能に仮固定する工程を含む、請求項７に記載のガイドレー
ルの位置の調整方法。
【請求項９】
　前記第２の固定手段による固定の工程の前に、前記第２の固定手段によって前記調整部
材を前記支持部材に移動可能に仮固定する工程を含む、請求項７または８に記載のガイド
レールの位置の調整方法。
【請求項１０】
　記録ヘッドを搭載し、主走査方向に往復動するキャリッジと、前記主走査方向に延び、
前記キャリッジを前記主走査方向に摺動可能に支持すると共に前記主走査方向に直交する
直交方向に回動可能に支持するキャリッジレールと、前記キャリッジを支持し、前記主走
査方向に延び前記キャリッジの前記キャリッジレールに対する回動方向の姿勢を規制する
ガイドレールと、前記ガイドレールが締結された調整部材と、前記調整部材が締結された
支持部材と、を有する記録装置であり、
　前記ガイドレールを前記調整部材に対して相対的に前記主走査方向に交差する方向に変
移させ前記ガイドレールの位置を調整する第１の調整機構と、
　前記調整部材を前記支持部材に対して相対的に前記主走査方向に交差する方向に変移さ
せ前記調整部材と前記ガイドレールの位置を調整する第２の調整機構とが設けられており
、
　前記第１の調整機構は、前記ガイドレールを前記調整部材に対して変移させる複数のガ
イドレール調整箇所を有しており、前記第２の調整機構は、前記調整部材を前記支持部材
に対して変移させる複数の調整部材調整箇所を有している、記録装置。
【請求項１１】
　前記ガイドレール調整箇所が、前記調整部材調整箇所より多く設けられている、請求項
１０に記載の記録装置。
【請求項１２】
　前記ガイドレールよりも前記調整部材の剛性が高く、前記調整部材よりも前記支持部材
の剛性が高い、請求項１０または１１に記載の記録装置。
【請求項１３】
　前記ガイドレールと前記調整部材との間の締結力が、前記調整部材と前記支持部材との
間の締結力より大きい、請求項１０から１２のいずれか１項に記載の記録装置。
【請求項１４】
　前記ガイドレールの前記調整部材に対する締結箇所が、前記調整部材の前記支持部材に
対する締結箇所よりも多い、請求項１０から１３のいずれか１項に記載の記録装置。
【請求項１５】
　前記ガイドレールの前記調整部材に対する締結箇所と、前記ガイドレールを前記調整部
材に対して相対的に垂直方向に変移させる前記ガイドレール調整箇所とを隣接させる、請
求項１４に記載の記録装置。
【請求項１６】
　記録媒体にインクを吐出する記録ヘッドと、前記記録ヘッドを搭載し、主走査方向に往
復動するキャリッジと、前記主走査方向に延び、前記キャリッジを前記主走査方向に摺動
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可能に支持すると共に前記主走査方向に直交する直交方向に回動可能に支持するキャリッ
ジレールと、前記キャリッジを支持し、前記主走査方向に延び前記キャリッジの前記キャ
リッジレールに対する回動方向の姿勢を規制するガイドレールと、前記ガイドレールが締
結された調整部材と、前記調整部材が締結された支持部材と、を有する記録装置のガイド
レールの位置の調整方法であり、
　前記調整部材を前記支持部材に対して相対的に前記主走査方向に交差する方向に変移さ
せることができる第２の調整機構によって、前記ガイドレールの位置を粗く調整する工程
と、
　前記粗く調整する工程の後に、前記ガイドレールを前記調整部材に対して相対的に前記
主走査方向に交差する方向に変移させることができる第１の調整機構によって、前記ガイ
ドレールの位置を詳細に調整する工程と、
を含む、ガイドレールの位置の調整方法。
【請求項１７】
　前記第１の調整機構による、前記ガイドレールを前記調整部材に対して相対的に前記主
走査方向に交差する方向に変移させるガイドレール調整箇所の間隔を、前記第２の調整機
構による、前記調整部材を前記支持部材に対して変移させる調整部材調整箇所の間隔より
小さくして、第２の調整機構による調整では前記ガイドレールを、前記調整部材調整箇所
を中心とする広い範囲を変移させ、第１の調整機構による調整で前記ガイドレールを、前
記ガイドレール調整箇所を中心とする狭い範囲のみを局所的に変移させる、請求項１６に
記載のガイドレールの位置の調整方法。
【請求項１８】
　前記ガイドレールよりも前記調整部材の剛性を高くし、前記調整部材よりも前記支持部
材の剛性を高くし、前記第２の調整機構での調整では前記ガイドレールの位置を粗く調整
できるようにして、前記第１の調整機構で前記ガイドレールの前記記録媒体の位置を詳細
に調整できるようにする、請求項１６または１７に記載のガイドレールの位置の調整方法
。
【請求項１９】
　前記ガイドレールと前記調整部材とを締結する締結箇所と、前記ガイドレールを前記調
整部材に対して変移させるガイドレール調整箇所とを隣接させて、前記ガイドレールと前
記調整部材との締結箇所の近傍で前記ガイドレールを狭い範囲のみで局所的に変移させる
、請求項１６から１８のいずれか１項に記載のガイドレールの位置の調整方法。
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